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内藤則邦氏の人と学問

高橋克嘉

内藤則邦氏が，立教大学を去られるのを記念してその半生の研究史を総括する仕事を，イギ

りス労使関係についての研究しか手掛けて来なかった私に依頼されたのは，日本労働問題に関

する多面的な業績をも同時にもつ氏が，イギリス研究に与えるウエイトの重さを表すものであ

ろう。

一方，氏とは私的に交流することは稀であった私がこのいささか荷の重い仕事を引受けたの

は，氏の代表的な労作『イギリスの労働者階級』官頭の次の文章に集約的に現れた，氏の研究

が持つ二つの側面に対する，私の強L、関心によるものであった。

「わが国におけるイギリス労働組合研究の伝統は古いが，その場合イギリス労働者階級を理

論としての労働者階級一般に解消するのが常であヮた。ただただ資本の蓄積に対応する労働

者階級とL寸普週的な前提にたって処理してきたのである。とりわけ，イギリス経済の危機

的状況から労使関係が不安定の度を加え，社会的緊張を増大するにつれてこの普遍的な基本

的前提が固執され，現実の労使関係に機能する労働者の価値態度や行動様式の問題は，常に

『変革の主体』としてそこに包摂されざるをえなかったのである。

このことの結果，現実の労使関係の複雑な展開を制縛する重要な問題領域は，プロレタリ

アートとL、う一元的解釈のもとに，視野のそとにおかれてきたといってよL、。このため労働

組合の主体である労働者それ自身の思考方法，行動様式，価値観におけるイギリス的特質は

周われないままに，具体的実態、にそくした実証分析による検証の手続きを欠いた抽象的レベ

Jレの，理論としての労働者階級が，複雑で多岐にわたる現実の労使闘係の研究に具体的関連

なしに登場することになるのである。彼らの社会的意識，彼らの存在様式，彼らの人間類型

を問うことがなければ，労働組合の組織の主体は見失われたも同然であり，組織の主体を欠

如したイギリス労働組合，労使関係研究は，最も重要な研究課題について欠けるところがあ

ったといわざるをえなL、」（p.iiー溢〉。

この後段の，労働組合，労使関係の基底にある「労働者の思考方法，行動様式，価値観」へ

の関心は，最近でこそ日本の労使関係研究分野で様々の論議を呼んでいるが， 1970年代初め，
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とりわけ日本におけるイギリス研究においては，それを自覚し，白ら検証するといった試みは

ほとんどなされておらず，この書物が刊行された時も，この注目すべき方法については十分な

評価を受けることさえなかったように思われる。一体このいわば先駆的なテーマは，当時氏のJ

中にどのように生れ，とう掘下げられていったのであろうか。

先の文章の前段lま，この当然のテーマが日本における労働問題研究の世界で十分に展開され

て来なかった事情についての氏の考える理由にはかならなし、。だがここでの問題は，そこに表

白された「変革主体」論への氏の訣別のトーンである。その色合L、は80年代に入って氏の論稿1

をいよし、よ濃く彩ることとなるが，それは，ここに来て氏に違和を感ずることの多い私から見

れば，戦後日本における民主主義の担い手たる労働組合の探究から端を発した，東大グ、ループ

の労働問題研究ニそれにリードされ続けて来た戦後日本の労働問題研究の一つの変質過程を表

すものというほかなし、。いまは時代の流れにより多く沿うかに見えるこの変質は，一体いかな

る学問的内容をもって生じたのであろうか。

とはL、え私は，氏の記念のためのこの論稿で，これら二つの問題に直接に答えようと試みる

積りはない。以下では，この二点を念頭におきつつ，内藤氏に出来る限り内在して，その研究

の足跡を辿っていこうと思う。

2 

もっとも，内藤氏によって東大労働問題研究クーループの一つの流れを代表させるとすれば，

氏を戸惑わすことになるのかも知れない。内藤氏のこのグループとの関わり一労働問題研究へ

の出発は，いわばその外部での，立教大学学部学生時代における大河内一男教授との出会いに

よっている。学部卒業後，立教大学経済学部研究科に進んだ氏は，同科修了の後東大社研労働

問題調査会の無給調査員としての2年聞を含む， 1952年の春までの4年間，この労働問題研究

のメッカたる，大河内を中心とする研究グループの下で研究徒弟の生活を送り，その輝かしい

初期労働組合・争議調査にも参加していったのである。内藤氏の参加した調査は，労働組合調

査の端緒にあたる「単位組合調査」（主要報告書『戦後労働組合の実態』 1950年〉を終えた千炎

の，「産業別労働組合（単産〉調査」（主要報告書『日本労働組合論』 1954年〉，「労働争議事例1

調査」（後年に編集された報告書‘『戦後初期労働争議調査』 1971年〉および，それらとは系列を

異にする「郵政現業職員調査」〈主要報告書『現莱職員の実態に関する詞査』 1951年〉である。

ζのうち単産調査で氏の担当したのは，全逓信従業員組合であったから，対象としては第三の

調査と重なっていた。争議調査での氏の担当は，東洋時計争議であった。

その後，高崎市立短期大学および立教大学経済学部に勤務するようになっても，内藤氏の東

大グループとの関係は継続したが，氏の研究の展開からすれば，特に次の二つの作業が重要で

あったと息われる。一つは， 1954, 5年に遠藤湘吉とともに「炭鉱労働組合支部組合財政実態

調査」を行い，同時に1955隼lニ刊行された大河内の編著『日本の労働組合』で遠藤と組合財政
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の章を担当したことである。この財政学者遠藤との直接の接触は，その後氏の中心的研究領域

となり，氏が労働組合に接近する場合の重要な視点となった，組合財政一組合運営問題への眼

を聞くものであヮた。他の一つは， 1955年頃からフォード財団の援助を得て，大河内の下で本

格的に闘始された『日本労働逼動史料』の蒐集・編纂の大事業に参加したことである。氏はそ

とで，白井泰四郎とともに昭和7年以降の第四期（第七，八，九巻〉を分担したが，従来の労

働運動史，社会運動史と異なり，右派をも含む戦前の労働組合運動の基礎資料と取組んだこの

仕事は，氏を本格的な歴史研究に導くとともに，氏の組合観にも重要な影響を与えるものであ

っただろう。同時に見逃すことの出来ないのは，この共同作業を通じて，その後氏にとって欠

かすことの出来なし、，当時日本労働協会にいた白井との関係を深めたことである。

後の東大社研・労働調査研究会の記録や報告を見る限り，内藤氏の社研労働調査への関わり

は「前期」末期の一時期にとどまり， 1954, 5年頃から始まる「後期」にはその名はみられな

L、。 50年代後半から60年代を通じて，氏は，京大グループからの参加が意外に少なかった先の

『史料』編纂の仕事に従事しつつ，相対的自立の道を歩み始めたといえるだろう。だが，大河

内をはじめこのクゃループが氏の学問形成に与えた影響は計り知れないものがあったであろう。

氏の全業績を通観する時，資料を先行させ，事実を確め確め認識・論理を積み上げる旺盛な実

証精神が，後年になっても少しも衰えず持続していることに驚くが，それは，青年期にそこで

の実態調査や歴史研究を通じて習得され，鍛え上げられたものであったに違いない。

ところで，実証研究を主導し，検証きれた事実を構想していくパラダイムば， 60年代までの

内藤氏においては何であったのか。個人名で発表された論稿を見る限り，次の三つの側面が浮

かび上がって来る。

①何よりも服につくのは，大河内をはじめ当時東大クやループが労働調査において発見し，

検証しようとしていた諸理論仮説である。それらは，企業別組合であり，家計補助的労働であ

り，あるいlま年功制度などであったが，それらの基底にあったのは，社会政策や労働組合を資

本主義経済機構において把握しようとするもので，それは，労働力・労働市場を中心とする経

済学的接近であった，と総称することが出来る。

内藤氏の処女作である「英国団結禁止法の社会政策的意義について」 (1952〕は，当時の資

料的制約の下で二次文献の正確な読みを通して， 1799,1800年の団結禁止法の意義を， 1349,

年の Statutesof Labourers, 1562年の Statuteof Artificersや18世紀の産業別団結禁止

法，さらには普通法との関係にまで拡大して検討するなど，戦後のイギリス労働立法史研究

を高い水準で復活させた意義は大さい。だが，そこでの論点は，この団結禁止法を弾圧立法

とみる政治的把握に対して，自由な労働市場の形成のための団結禁止とL、う経済機構的把握

を対置するもので，大河内社会政策論の継承というその基本性絡は明確であった。

執筆時点は上記「団結禁止法」論文よりも早L、，と推定される「東洋時計争議J(1971fの

では，昭和21年のこの争議における組合分裂・流血を伴う二派の抗争に産別対総同盟の戦術
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を巡る対立を克明に跡づけもたが，さらにその背景に，古い職人・熟練工対新しい徒弟・未熟

練工という二つの労働力タイプを，乏しい資料から検出しようとしたところに，当時の調査

グループ＝内藤氏の志向を読取ることが出来る。

「全逓信従業員組合」 (1954）にあるのは，賃労働の封建性をめぐる理論仮説で，そこで

は，全揮の急激な組織と急進的運動，および反転する急速な後退が，労働力の「前近代性」

ニ低賃金，家計補助的，半農半工的労働者とL、う労働市場分析によって解明されてし喝。二

つの鉄工に関する歴史研究， 「産業資本確立期における『鉄工』の形成と陶冶について」

く1962），「『鉄工業』における労務管理の形成」（1963）は，隅谷三喜男の『日本賃労働史論』

が原蓄期の研究であったのに対して，産業資本確立期の賃労働研究を意図するものであった

が，その焦点は，日本の企業別組合を支える永年勤続的雇用関係の成立と展開を立証するこ

とにおかれていた。つまり，明治30年代までは，日本においても親方熟練工を中心に棋断的

労働市場一横断的組合組織が存在していたが， 30年代に入って，生産技術の変革熟練の解

体によってこの桂橋から解放され，新職長制度や福祉施設の下で，資本による労働の直接続

轄が成立していくとL、うのである。このシェーマは，未完に終わっていろ「第一次大戦直後

の日本労働組合研究」 (1966）の主題でもあったように見える。

これらの論稿の主題が， 1955年以降の，隅谷の研究や年功制度の概念に結びついていたの

に対して， それ以前に脅かれ， 同じく未完の論文「『退職積立金及退職手当法，n成立史論」

(1959）は，その主題においても（社会政策の初期段階たる労働保護立法から，最終段階た

る解放立法への展開の環にある， 階級協調たる遊休労働力の保護としての失業保護〉， その

論点においても〈日本においては，農村からの「出稼ざ型Jc~ 、う労働力的特質から近代的

労働市場が成熟せず，失業の非顕在化一労働組合の失業政策の未展開のため，夫来保険が生

成せず，国家の法制化によって促進される家父長的経営温情たろ慈恵的福利施設として退職

金制度が設けられた〉，大河内理論を反映するものであった。（60年代の後半に書かれた歴史

研究最後の論文「陸軍の労組否認と団結権擁護運動」 (1966）は，大河内の還歴記念論文集

のためのものであったが，昭和11年2・26事件後の粛軍の中で起こった陸軍の労組否認事件

をとりあげ，大河内の認識と異なり，それ以前，陸軍部内一軍工廠ーに労働組合が存在した

ことを検証している。皮肉なことに，この論文l土，大河内らの理論仮説との結びつきは薄か

ヮたが3 当事者たる官業労働総同盟はじめ日本労働組合会議や社会大衆党などの反応、および，

当時「産業協力主義的労働組合主義Jを指導育成しようとしていた内務省や全産聯の「家族

主義的労務管理」との閥連を跡づけ，崖報運動へ向かう歴史のダイナミズムを興味深く分析

しておりョ先の「鉄工J論文とともに， 『史料』の作業を遇して，氏が歴史研究の道に進む

可能性のあったことを示している。だが，氏の歴史研究はこれを最後に中断した。〉

③ 内藤氏の論稿には，既に早くから，これらの経済学的接近とは異なる分析視角が現れて

も、る。例えば，先の「全逓」論文は， 1949年の組合分裂に到る半農半工の一般組合員とのギャ
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ップにも拘らず，共産党の組合幹部指導が成立しえたのは，全国大会や中央委員会など組合の

「組織機構上の不分明さ」にあることを，分析の主眼にしている。この組合運営問題は，遠藤

との組合財政調査と結合して，内藤氏の主要な研究領域となっていったが，それは，氏の分析

に，経済学的接近とは異質の，いわば制度論の色彩を加えるものであった。

この主題に関する最初の論文「労働組合の財政」 (1955）は，遠藤との共同執筆であった

が，そこでは，組合加入金の欠如，経営側の補助，組合費の格差，徴収の天引制，上部団体

からの還付金の低さ，共済活動支出の低さ，闘争資金の薄弱さなど，イギリスの労働組合を

基準にして，企業別組合を軸とした日本の特殊性＝財政的未熟性を指摘するとL、う，分析視

角が認られる。

「組合財政研究についての一考察」 (1955）で見る限り，組合財政問題を研究として確立

させようとする意図をもった氏にとっては，数字の信頼性や予算費目の混乱，一般会計と特

別会計の複雑な構成など，当時の未成熟な組合財政自体が研究の成立を閤難にして，氏を悩

ませていた。しかし，その後も氏は，「労働金庫と労働組合」（1965）で，曲り角に来た労金

の直面する諸問題を考察したり，「組合財政とスト資金」 (1966）と「組合財政の課題とスト

資金」 (1966）で，組合支出項目の未分離・未成熟を，特にスト資金とりわけ産業別組織の

スト資金の未確立を指摘するなど，現実の組合財政問題と積極的に取組んでいった。

「組合運営」 (1967）には，この時点での，氏の組合財政・運営論の総括的見取り図 議

決機関，執行機関，組合役員，組合財政ーが示されている。

③ ところで，内藤氏に独自なこの「制度論」の成立には，一つの事情が伏在し，それがそ

の内容にも影響を与えていた。先ず在日されるのは，氏が組合財政問題の重要性を，政治論に

陥り勝ちの日本の労働組合論への批判として提起していることで，組合を揺さぶる政治的客観

情勢に対しては，むしろ組織体としての組合の主体的条件の確立をこそ重視すべきであるとい

うのである（「炭鉱労働組合の組合財政」（1956））。かかる問題提起には，現実的背景として，

氏自身の全逓分析にも窺われる，政治優先にはしり勝ちな当時の共産党の組合指導への批判が

あるといえようが，研究方法の上では，このような政治経済論を離れた組合内部への集中は，

外部への視点，つまり組合とL寸組織体の社会における位置一一方では政治・経済への関わり，

他方では労働者との関係ーを問う視点を失う危慎を伴うことになる。この欠落を埋め，労働組

合としての完結した像を氏に提供したのは，結局は古典的なイギリス労働組合論であった，と

思われる。氏の組合財政・運営論で，先の見取り図に沿って分析を進める視点も，同じく，イ

ギリス労働組合論，つまり，ウェッブのいう，権限の集中と官僚化の傾向にともなって生ずる

「効率的運営とポピュラー・コントロールの結合の問題」であった。氏の分析は，このウェツ

ブ＝イギリスを基準として，日本の企業別組合にまつわる運営上の非能率性＝前期性を摘出し

ていくものであったのである。

1968年春，内藤氏は，一年間の留学のためにそのイギリスに向かった。
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3 

留学から帰国後，内藤氏の研究は全面的にイギリスへと転換した。 1960年代末，イギリスの

労使関係は激動を極めていた。その現実に，氏は極めて慎重に，留学以前日本の労働調査で熟

知していた世界±組合財政，郵便労働組合から接近していったのである。その際，分析のプレ

ーム・ワークもそう変えていない。それらの論稿「イギリス労働組合の財政」 (1969），「イギ

リス労働組合と組合費徴収」（1970），「イギリスの郵便労働組合」 (1971)をみると，組織体と

しての労働組合の財政・運営にアプローテする制度論的分析が保持されていること，この時氏

が強く意識していたのは，非公認ストを頻発させるイギリス労働組合の体質であったが，氏は

これを，留学前に既に抱L、ていた「組織効率とポピュラー・コントロールの矛盾」とし、うウェ

ップ・シェーマで把え，官僚制の下での組織と個人との対立，あるいは幹部と組合員とのギャ

ップ，組合大衆のアパシーの問題を見ょうとしていたことを，知ることが出来る。この問題l土，

「組合民主主義と官僚制」 (1970），「イギリス労働組合と山猫スト」 (1972）においてさらに深

められた。

だが，氏は同時に，かかる問題を鋭く引起こすのはイギリス労働組合の国有の体質に関わる

ものとみて，最初の論文から，労働組合に制度的表現をうる「労働者階級の生活理念と信条」，

その基礎にある「連帯性＝集団行動」に関心を示していた（「組合宜’徴収」 p.20）。「官僚制」論

文では，これはシャンクスの言葉によって，次の如く概念的に発展，定着するに到るのであるc予

「労［勤者は生活信条とその秩序を労働組合に制度化した。この基礎は彼らの連帯性にあるが，

労働者としての連帯性の感覚は生活の場でもっともよく機能する。 『炭坑村や大きな港の港

湾労働者の居住地で，そのもっと純粋な形態を見ることができる古い労働者階級の地域社会

での，もっとも顕著な特徴はその地域性である。彼らは（おれ達〉と（あいつら〉の世界に

生きている。彼らの地域社会は密接な家族の紐帯，および忠誠心と共同体的行動の不文律に

よって相互にむすひ事つけられている』」（p.57）。

ここには，その直後に『イギリスの労働者階級』において描き出される世界が，集約的に表現

されている。というよりも，シャンクスの言葉で得たこのイマジネーションを，氏は徹底的に

追及し，掘起こして，氏独自のイギリス労働者像を構想していったのである。

『イギリスの労働者階級』 (1975）の中心部分は，同名の表題で，留学後5年目の1973年に

論文として発表されていたが，本書は，イギリス労働問題・労働組合研究史上画期的なもので

あった。

①何よりも方法が斬新であった。氏は先ず，アラン・シリトー，ジョージ・オーウェル，

D.H.ローレンス， R.ホガートなどの文学作品・文化評論を駆使して，イギリスが今日でもな

お，「二つの国民Jに分裂した階級国家であること，それは労働者階級に，“Them”andぺJs""

＝「やつら」と「俺たちJの強し、階級意識・連帯感情を育て，共通の閉ざされた職業・社会生
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活の中で，変化に抵抗する「制限的慣行」や道徳的規範を生んでいることなどを洗い出す。次

いで，ロンドン，シェフィールド，ハダスフィールド， リパプーJレなど各地域の家族・生活・

教育調査を渉猟して，これらの意識が，隣接居住し，職業的連携を保持する家族形態，地域間

移動i二みられる地域的封鎖性と土着的体質，共通の生活水準，生活様式，価値観，言語やアグ

セントなどによって育てられ，なお機会均等を実現していない階級的な教育制度によって維持

されてきていることを解明した。

これらの方法と，それによって労働者のトータルな価値感や生活構造に迫ろうとした試みは，

社会学をも突技けて民俗学や文化論に向かうものさえもっていた，と私は思う。

②氏の考察が（イギリス労働者のみが本来もっている性向であるとしづ意味での〕イギリ

ス労働者の特殊性にどこまで達したかはわからない。ただ少なくとも，個人の自由と独立を核

にした，個人主義的人間類型を基礎に構成されてきたそれまでのイギリス労働者像に対して，

正反対の，地縁・血縁に支えられ，ムラ社会的に閉ざされた共同体的人間類型が，次の如く提

起されたことは鮮烈であった。

「イギリス労働者階級の社会は，最も普遍的な紐帯である家族→拡大家族の『血縁』と，そ

れを包摂する地域から生ずる『地縁』の二重の人間関係によって構成され，その秩序と慣習

の支配する伝統的社会なのである。……労働者階級の《伝統的》社会とは，地域的に封鎖さ

れ，社会的接触の範囲が限定きれた，地縁と血縁の重層がその生活規範を形成している，生

活軌道の固定的な village＝『ムラ』社会ということができる。労働者階級のコミュニティエ

『地域社会』のいちじるい、特徴はその『ムラ』社会的性格にあるのであって，これがイギ

リス労働者階級の社会的性格を規定する」（p.101）。

③ ところで，内藤氏が発見されたこの共同体的性格に， 「ムラ社会」とLけ規定を与えた

ことは極めて重要であった。それは，イギリス労働者の価値観・生活構造の閉鎖性・停滞性を

合意する一方，その対極にあり，この時なお氏の視野にそれとして本格的には登場していない

資本は，開放的・進歩的であることを暗示していた。次の結語の文字のもつ意味は深い。

「イギリスの労働者階級の集団が示す態度を，マルクス主義の『革命的精神』とはかけ離れ

た，自己防禦のそれであるといっているのはシャンクスであるが，これが“Us”＝『俺たち』

の世界である。差別され，抑圧された5也、同類意識の所有者の，金生活のかかョた『仲間J

の意識が俺fこちである。集団は排他性によって自らの連帯を強めるから，仲間意識が強いほ

ど排他的，封建的となり， 『俺たち』の世界は独自の密封した閉鎖的社会とならざるをえな

い。これはすべて与えられた社会秩序のなかにおける支動的選択の結果であるが，生活がか

かっていることによって道徳的規範にまで高められた『俺たち』の連帯の強さが，まさにそ

の強さのゆえに彼らの視野を局限し，かえって逆に，労働者階級のなかにおける階級一般と

しての『階級的意識』の成長を阻み，普遍的イデオロギーの出現を阻止するように作用した

…このパラドックスの存在がイギリス労働運動の本質を解く『鍵』である」（p.211）。
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① だが，この時イギリスはまさに激動期を体験しつつあった。だから，労働者酷級の停滞

性を強調した内藤氏も「変化」を検討することになる。氏が73年の論文を書物に拡充する時，

追加した章で自ら設定し検討したのは， 60年代初頭の「豊かな社会jが果たして氏が把えた

「伝統的労働者」を変化させたか，とし、う問題であった。それは，ケインズ政策・福祉国家の

結果としての労働者像や階級関保の変化であって， 60年代後半以降の資本主義の危機＝当のケ

インズ政策・福祉国家の危機を意味する階級対抗の激化ではなかったのである。氏はその変化

を否定する。〈ただし，そこで氏が確認したのは「中産階級化」の否定で， それは氏の提示し

た「伝統的労働者」の存続性を論証したことにはなっていない。〉そしてこの否定によって，本

書では，結果的に，少なくとも60年代末までの「変化しなL、」イギリス労働者階級の静態像が

分析されたことになったのである。

4 

内藤氏の分析が静態から動態に変わったのはその後であるが，それは考察対象の時期からす

れば， 1970年代後半以降である。従って， 1960年代未から70年代前半までは「伝統的労働者」

によって認識されている。その視野は労働世界にあり，それが労働現場ではなく主として生活

におかれていただけに，資本に規定きれる労使関係視点は欠落していた。だが，この考察対象

の変化とともに，分析視点は宣活の場から職場へと移り，分析方法も制度から経済へと不可避

的U転換する。もし70年代のイギリス労使関係がもっと平穏であったとしたら，内藤氏の研究

は，氏が描いた独特の「イギリス労働者階級」を基礎に，これを制度に具体化する労働組合の

構想へと進み，新しL、労働組合論を含む氏独自のイギリス労働世界はもっと全面的に開花して

L、ったかもしれなL、。だが，事態はそれを許さないほどに急追していたというほかない。

かくして，それまで視野を労働世界においていた氏は，一気に労資対抗のぎりぎりのパラド

ックスの世界に踏み込むことになる。それでも当初は，氏の視点は労働者に寄っていた。 70年

代中頃の氏の現状認識は，労働者を不整合状態におく既存秩序の混迷，デュJレケームのアノミ

ーであり，改革の方向は，社会的不平等を克服しての統合にあった。氏が「求められる変革は

価値体系の変革だ」という時，氏は労働者に変化を求めていたというよりは，社会全体に対し

て変化を期待していた，と思われる（「労働者階扱』 p.204）。

1974年の労働党政府による「社会契約Jの生成とその内容を主題とする「イギリス労働組

合と『社会契約』J(1978）で，氏！士初めて本格的に，所得政策や社会契約を必然とするイギ

リスの経済的危機を論じたが，ここでの基本的視点は，社会契約iニ，インプレニ国際収支の

危機を生む労働組合の力の抑制と，民主主義の基礎である労働組合の自立性喪失とのパラド

ックスをみるとし、うもので，ここでは，組合の獲得物が所得政策と矛盾し，雇用の場を脅か

す経済の論理からみた危倶を指摘しつつも，なお組合の国家への協力＝自主｜生の喪失に「労

働組合の危機」をみていた。
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1980年代に入って，衰えることのない旺盛な研究意欲によって内藤氏の扱うテーマは，最低

賃金制，労働時間短縮運動，日本企業の進出，炭鉱ストライキ，団体交渉制度の変化，外国人

労働者問題と多面的に広がっていった。その後何回かのイギリス訪問で得られた資料と，詳細

な事実を積み上げてし、く手堅い手法とによって，これらの論稿はイギリスの労使関係制度につ

いて豊富な知識を与えるものであったが，現在のところ，それらがどこに収数するのかは必ず

しも定かでない。だが，そのなかに，これまではそれほど明確でなかったいくつかの視点が顔

を覗かせている。

①何よりも注目されるのは，氏が現在の労使関係の変貌を，これまでよりも資本の動きに

沿ってみていることである。それは，氏が70年代にみた「イギリス労働者＝労働組合の閉鎖性

・停滞性」を，克服すべき対象とみる傾向となって現れたが，反面，この経済の論理重視の傾

向は，先の「社会契約」論文で氏自身の指摘した「パラドッグス」からし、えば，民主主義の視

点の後退にほかならない。

ここでは，特に「イギリスの炭鉱ストライキ」 (1985）の末尾の文章が見逃せない。すな

わち氏は，炭鉱ストを産業革命に抵抗するラッダイッツ運動に類比し，もともと変化に対し

ては誰も信用せず，これに抵抗するのはイギリス労働者階級の特性であると断定した上で，

次の如く記している。

「これまで指摘したことがこのストライキの特性だとすれば，これはTu Cにとっても労働

党にとっても危機的状況をつくり出すことになろう。つまり，ラッダイッツであるから運動

は少人数の過激派，戦闘的人物によって統制され，ラッダイッツゆえに過激な行動，違法な

暴力沙汰が容認され，これは民主主義の理想とは相容れないし，労働組合の自殺行為となり

かねない。そして，石炭，鉄道，港湾などの19世紀的産業の組織労働者と先端技術を駆使し

国際競争の激しL、電気，電子工業，機械工業の労働組合との聞に生じつつある亀裂にTcu 
はどう対処しようとするのであろうか。この炭鉱ストと後者の分野での《ノー・ストライキ

協定》の普及とは余りにも対照的である。ラッダイッツ運動の運命を知るならば， 21世紀を

展望した，この情報化社会に対する労働組合の対応がTu Cとして問われることになろう」

(p.11）。

① イギリス労働者＝労働組合の性格を「ムラ社会」的とする認識は，激化する国際経済競

争の下では，氏の基本的価値観であった「近代主義」の動揺にも通じてL、く。つまり，少なく

とも留学前に保持されていた，イギリス労働組合・労使関係に分析基準を求める価値観の危機

である。しかもこの「近代主義」の動揺は， 80年代に本格化する日本企業のイギリスへの進出

という事態によって促進されることになる。そこに一つの構図を読み取るとすれば，イギリス

の経済危機を生み，あるいは促進した「イギリス病」とは，生産性の向上とは逆に働き勝ちの

イギリスの労働組合・労使関係に向かつて投掛けられた非難の言葉であり，日本の労働組合・



232 立教経済学研究第43巻第3号 1990年

労使関係は経済的に整合的であり，世界進出に到る日本企業の経済的勝利の主因であったとし、

う，経済界・ジャーナリズムに広くみられた認識である。

氏はこの領域を先駆的に手掛けたが，日本労働協会のガイドブックとして書かれた『イギ

リス日系企業の労働事情』 (1986）では，日本企業による「日本的労使関係」の移転には，

階級社会の停滞i宝，組合のセクショナリズムへの挑戦としながらも，概して慎重な姿勢を崩

してし、ないが，むしろ草分けの論文「イギリス東芝のノー・ストライキ協定について」（1984)

には，氏のこの問題への関心がストレートに表現されている。特に次の文章は，見落とすこ

とができない。

「かつてイギリスを《階級社会》と規定し，およそ《日本的労使関係》の状況とはほと遠い

この国の異質性を強調したことのある筆者にとっては，日本経済の高度成長を支えてきた労

使関係の安定性を，このイギリスという明らかに不毛の土壌にL、かに移植し，開花させたか，

を知るのは意味のあることである。イギリス労使関係の基本的な性格である相互不信を，と

にかく相互信頼にむけて努力した日本企業の労使間の《手続協定》とその状況はまさに研究

に値するといえよう」（p.45）。

② 以上みてきたように，イギリス労使関係自体の変貌と，国際経済場裡での日本とイギリ

スとの交錯によって，これまで外から超越的に持込まれてきた「近代主義」のパラダイムが動

揺すると，日木の現実への関わりにおいて，新たな価値観が模索せざるをえないことになる。

氏は留学からの帰国後，日本の労働組合の現状にも折に触れ発言しているが，留学前氏の

主題であった組合財政・運吉問題に関する「労働組合の内部運営の課題J(1980), 「日本労

働組合の資産状況」 (1981)と，時論的な政党支持問題や最低賃金制などの諸論稿に比べる

と，同じ時論でも「連合の結成とその課題」 (1988）は，かつて氏が嫌った政治論へ踏込む

もので，逢かに注目に値する。氏が，現在進行中の連合への動きは， 「マルクス主義的階級

闘争のイデオロギーがその硬直性と不毛性のゆえに不信を招き，日本労働組合の大勢がそこ

から離反きばかったところに」始まり， 「政府や経営者同休とくに日経連との話し合い重視

路線は，迎合を最もよく特徴」づけるとした上で，次のようにL、うとき，それは，氏の現在

の価値観・歴史観を鮮明に表現するもので，これまで、辿ってきた氏のうちにある一つの傾向

それは，世界資本主義の展開に沿って体制的な，それ故に「変革主体」など考えない冷徹

なリアリズムというべきかーの到達点のように感じられるのである。

「連合とは総理府調査などで示されるようにB本国民の90%までがいまや白分みずからを

中産階級と見倣すとL寸時代の所産であり，そうし寸時代が労働組合のトップ幹部層をして

イデオロギーを軸とした対立と分裂の時代錯誤を悟らしめたといえる。いまや日本の労働者

階級の主流はすべてにプチ・フソレとしての生活態度，様式，願望を身につけた社会層に成り

上がってしまっているとL、うことである。国民の90%が自分自身を中流階級に所属すると考

えているということは，国民の大多数が現状を肯定していることなのである。…・・・こうして
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みれば，連合の組織勢力や既存の枠を超えた結集だけが新時代なのではなく，この指導精神

がまた労働組合にとっての新時代なのである」（p.70）。


